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大であった。普選前後の 1924（大正 13）年，1928（昭和 3）年では資金が



































閣下の 1930（昭和 5）年に執行された総選挙によると，静岡一区では定数 5
に対し当選者の内訳は民政 3，政友 1，諸派 1であったが，獲票数は民政党











































































̶  89  ̶
二大政党制下における，ガバナンス構築の失敗（原田）


























































































なる整理緊縮を徹底化して 30 年 1 月の金解禁断行に備える方針をとった。
よって，1929（昭和 4）年 12 月開会の第 58 議会では，この緊縮整理論が焦
点となるのであり，次期選挙においてもこの緊縮財政策の是非が国民から問
われることとなった 34）。
　総選挙の投票は 1930（昭和 5）年 2月 20 日に行われ，民政党は改選議席
466 に対し単独過半数に到達する 273 議席を獲得し大勝を収めた。選挙の結
果から，ひとまず浜口内閣の政策は有権者に支持をされたことになる。



















































































































































































































































































































流れを受けて第 17 回総選挙直後の 2月下旬，内務省は現行の選挙区制度を
改変して比例代表制を採用する決定を下した 66）。また，党側も 3月 11 日に
党内に選挙革正調査会を設け，比例代表制の採用を調査項目に含めると，そ
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の実現への協力を宣言した 67）。


























翌 31（昭和 6）年 7月 23 日，安達内相は与党幹部と再度この選挙革正論を
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